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1.　はじめに
　アフリカ大陸は鉱物資源の宝庫であり、世界中、特に先進諸国の工業に必要不可欠な多
くの金属鉱産物が産出される。プラチナの産出はアフリカが世界全体の 88％をも占め、
金生産量も世界全体の 40％を占める（国際収支統計 2006）。また、世界の宝飾・工業用ダイ
ヤモンド生産量の 52％もアフリカ 6カ国が占めている（USGS 2007）1）。このように豊富な
地下天然資源が多く存在する環境であるにもかかわらず、アフリカのほとんどの国が世界
の底辺に属する貧困国であるという現実がある。
　富や幸せをもたらすはずの資源が、かえって貧困や不幸を招く状況は、矛盾しているよ
うに思えるが、因果で結ばれてしまう。この状況は「資源の呪い」と言われる。
　「資源の呪い」を引き起こしている要因のひとつに「紛争」がある。2006年製作の映画
「ブラッド・ダイヤモンド」（配給：ワーナー・ブラザーズ、主演：レオナルド・デカプリ
オ）で世界中の注目を集めた「紛争ダイヤモンド」は、その利益で反政府軍が武器を購入
することを可能にし、アフリカでの紛争を激化・長期化させ、さらには先進国や多国籍軍
を政府軍対非政府軍の間の採掘権争いに引き込ませた。先進国の関与はそれだけにとどま
らず、紛争に使われる武器そのものも、先進国から多くが輸入されている。
　アムネスティ・インターナショナルによると、紛争ダイヤモンドに煽られたアンゴラ、
コンゴ民主共和国、シレラレオネでは、激しい紛争によって 370万人が死亡したとされて
いる。そして多くの子ども兵士を生んでしまった。
　こうした悲惨な紛争が、先進国での贅沢品と結びついているのが、紛争ダイヤモンドの
問題である。後に詳述するように、国際社会は、この問題を解決するために、ダイヤモン
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ド製品が紛争資金と無関係であることを保証するキンバリープロセス認証制度を整備し
た。紛争ダイヤモンドの問題はキンバリープロセスにより収束したと見られた。確かに、
ダイヤモンド貿易の組織化と合法化が、国際社会の安定化にもたらしたものは決して小さ
くなく、成功した点も多かった。また、キンバリープロセスや、それを支えるシステム・
オブ・ワランティだけではカバーしきれない小規模個人採掘者たちの生活水準向上に取組
む国際 NGO（後述のダイヤモンド開発イニシアチブ：DDI）も現れている。
　しかし、国際社会の安定化、小規模個人採掘者の人権保護の体制が以前より整ってきた
と言っても、まだまだダイヤモンド産業には課題が残っている。その証拠に、2010年に
ヒューマン・ライツ・ウォッチによって「ジンバブエのマランゲ採掘場の人権侵害が今で
も横行しており、ジンバブエ政府は『キンバリープロセス認証制度』の実行計画に従って
いない。」という報告がなされている（Human Rights Watch 2010）。マランゲ産ダイヤモンド
については、報告の前年に、キンバリープロセスの基準を満たすことを検査し保証するこ
とを、政府当局とキンバリープロセスが合意しているにも関わらず、このような報告がさ
れたのである。報告は、キンバリープロセスや DDIの限界を浮き彫りにしたと言っても
良いだろう。懸念すべき要素は紛争だけではなく人権侵害その他の問題もある。それに加
えて、「紛争フリーダイヤモンド」として市場に出回っている宝石が本当に紛争フリーか
は必ずしも明らかではない。
　本研究では、ダイヤモンド産業の仕組みや歴史、紛争ダイヤモンドとそれへの取組みを
紹介、考察する。その後、ダイヤモンド産業に未だ残る課題の解決を目指して、既存の国
際制度や生産者支援の視点からだけではなく、消費者の選好という新しい視点から、ダイ
ヤモンドという財の特殊性もふまえて考えていきたいと思う。
2.　ダイヤモンドが私たちの手に渡るまで
　（1）　ダイヤモンドの魅力2）
　ダイヤモンドに関する資源メジャーの代表である「デビアス社」が、1947年に作成し
たキャッチコピー“A Diamond is Forever（ダイヤモンドは永遠の輝き）”は、マーケティ
ングの歴史の中で最も成功したスローガンであると言われている。デビアス社は『ダイヤ
モンドは永遠と愛の象徴』として、婚約・結婚指輪の理想であると宣伝した。この宣伝は
成功し、「ダイヤモンドは高価な贅沢品」という印象が薄まったことによって、当時低迷
していたアメリカのダイヤモンド市場を復活させ、さらに、以前には存在しなかった市場
を開拓することにも成功した。例えば、第二次世界大戦前の日本におけるダイヤモンド
は、一部の上流階級のみが愛好するものであったが、第二次世界大戦後は、キャンペーン
によって、ダイヤモンドは「欧米風の生活におけるステータスシンボル」として扱われ
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た。その結果、1960年代以降の高度経済成長とともにその販売数が増加し、今日では世
界で第 2位のダイヤモンド小売市場となっている。
　“A Diamond is Forever”のスローガンの目的の 1つは、受け取ったダイヤモンドを転売
しないよう女性を説得し、中古品による市場価格の下落を防ぐことにある。また、ダイヤ
モンドの理想的な永遠の価値を表現している。この結果、宝石市場においてダイヤモンド
は特別な地位を獲得し、小売業者は高値でダイヤモンドを売ることが可能になった。
　（2）　ダイヤモンドは何処から？3）
　ダイヤモンドは紀元前 500年以前にインドで発見されたと言われている。インドの鉱床
の産出量は決して多くはなかったが、2000年以上にわたり世界で唯一の主要ダイヤモン
ド産地であり続けた。また、歴史上特に有名な宝石をいくつか産出している。ただし、現
在インドの年間産出量は世界総産出量のごくわずかにすぎない。
　18世紀にはブラジルがダイヤモンド主要産出地となったが、その産出量も現在の水準
からみると少量である。大資本が存在せず、ほとんどが奴隷中心の人海戦術による採鉱に
すぎなかった。産出量も平均すると年十万カラット程度で、資本の不足から、地表を人力
で探す程度に終始した。しかし、ブラジル産のダイヤモンドは、それまでにインドから
細々と流入してきたものと比較すると莫大な量であった。これが契機になって、欧州各
地、特にアムステルダム、アントワープなどの町にダイヤモンド加工工場が初めて設立さ
れた。家内工業から産業への転換の始まりであった。
　ブラジル産のダイヤモンドは 1860年代には早くも枯渇し始めた。このため、欧州のダ
イヤモンド産業も、倒産や縮小の危機に見舞われた。だが、ちょうどその時に、南アフリ
カで新しい大鉱脈が発見された。1866年のことであった。アフリカ南部のダイヤモンド
埋蔵量は膨大であった。1870年にわずか十万カラットであった生産は 1913年には六百万
カラットへと増大した。重要なこととして、これらはダイヤモンドを地表に運んだ岩石物
質中で発見された初めてのものであった。南アフリカの鉱床を研究することにより、地質
学者は他の潜在的産出地域を探す方法を学ぶことができるようになり、その後の発見の時
代の幕開けとなった。過去 40年間以内にボツワナ、ソ連、オーストラリア、中国で大産
出地が発見された。
　（3）　ダイヤモンドがジュエリーになるまで
　鉱床の中のダイヤモンドは、加工仕上げしたジュエリーとなる前に多くの段階を経なけ
ればならない。
　最初の過程は採掘である。鉱床の種類や推定埋蔵量に応じて様々な採掘方法が用いら
れ、方法によって費用や効率が大きく異なる。また、各鉱床には独自の問題があり、例え
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ばシベリアではジェットエンジンで凍土を解かさなければならないし、南アフリカの大西
洋岸沿いでは、鉱床が満潮時の海面のほぼ 20メートル下になる。1カラット（0.2g）の
ダイヤモンド原石を得るために、何トンもの岩石や砂利、砂を取り除いて処理しなければ
ならない。プレミア鉱山の処理場で鉱石 1トン当たり平均 3.5カラットが回収される。一
方、アフリカの海辺の鉱床での回収量は砂 1トン当たりわずか 0.098カラットである。鉱
床や年によってダイヤモンドの平均的な大きさと品質は変化する。
　ダイヤモンドは採掘されると、市場に出まわる。今日のダイヤモンド流通を形成したの
は、デビアス社の創業者の 1人であるセシル・ローズ（Cecil Rhodes）である。セシル・
ローズは、1881年にデビアス鉱山会社（De Beers Consolidated Mines）を設立し、1888
年には当時最大のライバルであったキンバリー鉱山を合併した。そのように鉱山群を買収
し続け、19世紀末にはデビアス社は当時知られていた生産地の 9割以上を支配するよう
になった。その後、世界大恐慌の影響でダイヤ市場価格も大暴落したので、原石を大量に
買い支えて値崩れを防ごうとした。この過程においてデビアス社のダイヤモンド支配が完
成されたのである。つまり、値崩れ防止のために生産調整を行い、販売を一手に引き受け
る中央販売機構（CSO：Central Selling Organization）をロンドンに設立（1929年）、自社
の在庫調整によってダイヤモンド原石市場の需給全体を調節し、価格を維持するダイヤモ
ンド・シンジケートを組織した。これによってダイヤ原石を支配し、自由に価格をコント
ロールする価格安定システムを構築する一方、生産実績に応じて販売内容と価格を決定、
得た利益をプールすることで、生産調整には不可欠な買い入れ資金を得るという巧妙な循
環システムを作り上げた。CSOは世界中の天然ダイヤモンド生産量の 80％を（直接また
は間接的に）支配し、「サイト」と呼ばれるダイヤモンド取引をロンドンで年 10回開催し
ている。サイトでは原石を買い付ける資格を持つ（デビアス社が資格を与える）「サイト
ホルダー」に対して、CSOは一方的に価格・数量を決定し、独占販売する。
　サイトにて販売された原石は、ベルギー、イスラエル、インド、南アフリカ、およびア
メリカ等のカッティングセンターに送られ、この時初めてデビアス社の手からダイヤモン
ドが離れる。カッターは、カットしたダイヤモンドを世界中のジュエリー製造業者および
ダイヤモンド卸売業者に販売する。次にこれらの業者がさらに広範囲のジュエリー卸売業
者と小売のジュエリー店に販売するのである。
　こうした独占的なダイヤモンド産業と複雑な流通経路を、図 1に整理した。
　（4）　紛争ダイヤモンド4）
　あまり知られていないことだが、アフリカ諸国をはじめとする世界のダイヤモンド産出
国で、その生産流通から得られる収入は人々の生活の向上に大きく貢献している。しか
し、その一方で、この重要な資源の一部が紛争の資金源として利用されてきたという事実
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が存在する。
　1998年に国際 NGOグローバル・ウィットネスが、アンゴラでの支援運動のかたわら、
ダイヤモンドと内戦の関係を調査報告した。このことが端緒となって、世界の関心が、紛
争とダイヤモンドの関わりに向くことになった。続いてグローバル・ウィットネスは
1998年 12月、「無法貿易─アンゴラ紛争における諸企業と諸政府の役割─」を発表し、
デビアス社と中央販売機構が、反政府側の採掘するアンゴラ産ダイヤモンド原石の買い付
けに関与しているとして、デビアス社に責任を追及した。
　同 NGOは、アフリカで長期化する悲惨な紛争と先進国の贅沢品であるダイヤモンドを
結び付ける状況を、「紛争ダイヤモンド」または「血塗られたダイヤモンド（Blood 
Diamonds）」と名付け、不法なダイヤモンド取引に関与する国際社会、多国籍企業、反政
府武装勢力を激しく糾弾した。紛争ダイヤモンドの定義は「正当かつ国際的に認知されて
いる政府に反する勢力・党派が支配する地域を原産地とするダイヤモンド」としている。
　このように「紛争ダイヤモンド」批判の中心的存在となったグローバル・ウィットネス
図 1　ダイヤモンドの生産流通過程
ダイヤモンド鉱山…採掘
デビアス社の関わり
カッティングセンター…世界に十カ所程度。原石をカット。
ダイヤモンド卸売業者
ジュエリー製造業者
ジュエリー卸売業者
ジュエリー小売店
消費者
①ダイヤモンド生産者組合（DPA）…生産調整
②ダイヤモンドトレーディング社（DTC）…原石をトレーディング
③中央販売機構（CSO）…サイト＝招待されたカッターへの販売
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は、翌 1999年、ほかの市民団体と協力して「死にいたる取引（Fatal Transaction）」キャ
ンペーンを展開し、「先進諸国の消費者のネックレスとなっている」ダイヤモンドがアフ
リカ地域で展開される血で血を洗う紛争と密接に関連していることを警告した。「ダイヤ
モンドは永遠に」の高貴なイメージをキャッチコピーにして世界中でマーケティング戦略
を行ってきたデビアス社は、消費者間でダイヤモンドのイメージがアフリカの内戦と重な
ることで売れ行きが落ちることを懸念し、直ちにアンゴラ産のダイヤモンドの買い付けを
停止すると発表した。シエラレオネ、コンゴ民主共和国でも紛争とのつながりが指摘され
ている。その紛争の資金源は、ほぼ完全にダイヤモンドの利益によるものと言われてい
る。
　反武装勢力の正確なダイヤモンド採掘額は不明であるが、アンゴラの反武装勢力は 10
万人の労働者を奴隷のように働かせ、ダイヤモンド原石の輸出によって 1992─98年の 6
年間で 37億 2000万ドルの資金を集めた（Global Witness 1998）。そして同勢力は翌 1999年
に最低 3億ドル、2000年には最低 1億ドルのダイヤモンドを密輸した、と国連が推算し
ている。また、シエラレオネの反武装勢力は国内最大のダイヤモンド産地を手中に収め、
近隣諸国を経由して 3500～ 1億ドル（1999─2000年）の外貨収益を獲得したと推算され
ている。デビアス社は「紛争ダイヤモンド」は世界で採掘されるダイヤモンド全体の 4％
（年 2億 5500万ドル）と発表しているが、上に挙げた数値から、実際の量ははるかに多い
ことが推測される。
3.　紛争ダイヤモンドへの取組み
　（1）　キンバリープロセス認証制度
　①成立過程5）
　上記のとおり、アンゴラでのダイヤモンドと内戦の関係が明らかになり、紛争とダイヤ
モンドの関わりが世界の関心を集めた。そこで、2000年 5月、南部アフリカのダイヤモ
ンド産出国が南アフリカの Kimberleyで会合を開き、紛争ダイヤモンドの取引を停止し、
消費者が購入したダイヤモンドが産出国における武力紛争の要因とならないことを、消費
者に対して保証する方策を検討した。2000年 12月、国連総会において、ダイヤモンド原
石に関する国際認証スキームの策定を支援する解決策が採択され、ほぼ二年間にわたる交
渉の結果、2002年 11月、各国政府や国際ダイヤモンド業界、NGOの努力が実を結び、
キンバリープロセス認証制度（Kimberley Process Certification Scheme：KPCS）が策定さ
れたのである。
　②目的・概要6）
　キンバリープロセスでは、ダイヤモンド原石の取引について、国と地域経済統合組織、
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ダイヤモンド原石取引団体が規制を行うべき条項の概要を示している。キンバリープロセ
スは具体的に参加国に以下のことを義務付けている。
　あ） ダイヤモンド原石は、不正開封を防ぐ容器・包装に入れて、反政府勢力支配下地域
からの産出ではないことを証明するキンバリー証明書を添付して輸出されなければ
ならない。証明書には、原産地、輸出業者、カラット数と価格を明記する。
　い） 非参加国との間でダイヤモンド原石を輸出入取引することを禁止にする。
　う） 自らの地域で輸出入されるダイヤモンド原石から紛争ダイヤモンドを排除するため
に「内部統制システム」を確立する。
　え） 認証制度を実施し、また、違反行為を防止し、それが行われた場合、相当の処罰を
可能とする法律や規制を制定するか現行法を改正する。参加国政府はダイヤモンド
原石が研磨工場に送られるか再輸出されるまで追跡可能な制度を確立する。
　お） 生産量、輸出量、輸入量などの統計データを収集ならびに保管する。
　また、ダイヤモンド産業は、違反行為の際の業界からの内部処罰と、各企業の独立した
監査役による保証システムの提供を求める自主規制を行うこととしている。各加盟国は、
それぞれの領内で KPCSを履行するよう求められると同時に、情報と洞察を関係者間で
共有することも、同認証スキーム作業を行うにあたっては重要なものとなる。加盟国が互
いに協議し、また業界や市民団体のメンバーと協議することによって、規制制度の効率化
を図る機会を設けるため、年に一度総会を開催する。加盟国と業界代表者、市民団体代表
者は、作業部会（監視、統計、ダイヤモンド専門）や委員会（参加委員会、選定委員会）
で共同作業を行い、同認証スキームの健全性の維持と、KPCSによる紛争ダイヤモンド取
引抑止効果について確認する。キンバリープロセスは紛争ダイヤモンド取引抑止に向けて
大きな流れを作ったと言える。
　③システム・オブ・ワランティ7）
　ダイヤモンド業界では、キンバリープロセスと並行して、世界ダイヤモンド評議会
（WDC：World Diamond Council）を通じ、自主的な保証システムを策定した。System of 
Warrantyと呼ばれるこのシステムは、キンバリープロセスとは別のものであるが、キン
バリープロセスの全加盟国により承認されている。このシステムに基づき、ダイヤモンド
（原石、研磨済ダイヤ、宝飾用ダイヤ）の全購入者と全販売者は、ダイヤモンドが認可販
売経路を通じて購入され、紛争への資金提供に関わっていないことを示す納品書を確認し
なければならないこととなっている。
　④成果8）
　世界ダイヤモンド評議会によれば、ダイヤモンドの総生産高に占める紛争ダイヤモンド
の割合は、キンバリープロセス施行前の 4％から、現在では 1％未満となっている。具体
的な成果として、インド、スイス、カナダにおいて、違法なダイヤモンドを扱ったとして
62
取引が差し止められた事例がある。また、認証制度が採掘者たちのダイヤモンドを正規ル
ートで売却することへの意欲を高める影響を与えたとされている。
　⑤インセンティブ9）
　現在、KPCSおよびシステム・オブ・ワランティのカバーの範囲は、ダイヤモンド産業
全体のほぼ 90％に及ぶ。どうしてこのような国際的認証制度を確立できたのか。それは
各アクターにその参加を促すインセンティブがあったためである。
　すなわち紛争当事国政府にとって、KPCSは、反政府組織への資金源を断つという重要
な意義がある。また国連に代表される国際社会にとっては、それは国内及び国際紛争を回
避し平和維持に貢献するという目的に沿うものである。さらに、KPCSへの参加は「任
意」であるが、加盟国は非加盟国と取引をしないことに合意している。つまり、非参加国
は、合法的に国際市場でダイヤモンド取引をすることができなくなってしまう。したがっ
て、紛争当事国ではない国々も、自国ダイヤモンド産業への影響を懸念してキンバリープ
ロセスに参加するのである。システム・オブ・ワランティへの生産流通業者の協力に関し
ては、紛争ダイヤモンドを巡る論争がダイヤモンド市場のイメージに深刻なダメージを与
え、ブライダルはもちろん、ファッション・アクセサリーとしてのダイヤモンドの評価を
下げる恐れがあることによる。
　（2）　キンバリープロセス認証制度の限界10）
　①認証そのものの信用性
　上記のように、キンバリープロセスは一定の成果を上げたといえるが、アムネスティや
グローバル・ウィットネス、その他の NGOは、キンバリープロセスには通常のダイヤモ
ンド取引に紛争ダイヤモンドが混入してしまうことを許す脆弱性があることを指摘してい
る。多くの参加国では、採掘から加工に至るまで、国内での最低限の基準管理、効果的な
モニタリング、実行能力、政治的意思が欠如しており、政府の統治は不適切で不足してい
る。実際に東アフリカでは、コートジボワール国内の反政府軍支配地域から採掘された紛
争ダイヤモンドが、近隣諸国へ密輸され、国際市場に出回っている。紛争ダイヤモンドの
数は減少しているものの、キンバリープロセスはいまだ十分にその目的を達成していない
（アムネスティ『紛争ダイヤモンドアクション』）。キンバリープロセスは、参加国政府にダイヤモ
ンド産業への厳格な調査を含む効果的なダイヤモンド統制システムを求めなくてはならな
いといえる。
　アムネスティによれば、キンバリープロセスの根本的な弱みのひとつは、参加国の当該
政府に内的統制の方法について一定の裁量を認めていることにある。この裁量権が、参加
国政府間の統制基準の不統一をもたらし、最も弱い内的統制測定方法をもつ国での取引を
通じて、正当なダイヤモンド取引にまで、紛争ダイヤモンドが混入される結果を生んでい
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る（アムネスティ『国際事務局：キンバリープロセス：アムネスティ・インターナショナルの見解につい
て』）。ダイヤモンド業界は、キンバリープロセスをサポートする有意義なシステムを取り
入れるべきであり、また、消費者側も紛争ダイヤモンドを手にしないよう店で質問をする
など努力をすることが必要であるとアムネスティは主張している。
　キンバリープロセス自体の有効性に対する疑問の声も高まっている。名前の通り過程
（プロセス）を明らかにしただけで本質的な問題解決はできていないという厳しい意見も
ある。2008年、キンバリープロセス創設者の 1人であるイアン・スマイリー氏は、次の
言葉を残してプロセスの運営組織から脱退し、次項で詳述する「ダイヤモンド開発イニシ
アティブ」を設立した。
　「失敗を成功に見せかける努力にはこれ以上加担したくない。総会での議決は（全会
一致が原則で）投票さえ行われない。誰も責任をとらないし、誰にも責任が担われな
い」（AFBBB News『紛争ダイヤモンド防止のキンバリープロセス、有効性に疑問も』）
　②紛争以外の問題の存在
　キンバリープロセスの調査チームは、ジンバブエ東部のマランゲ鉱山において国軍兵士
らが一般市民に「過酷な」虐待を加えているとする報告書を発表した。そのため同プロセ
スに参加する一部の NGOは、ジンバブエの国際ダイヤモンド取引を停止するよう求め
た。国際人権団体ヒューマン・ライツ・ウォッチによると、このマランゲ鉱山はジンバブ
エ国軍の管理下にあり、ロバート・ムガベ大統領率いるジンバブエ・アフリカ民族同盟愛
国戦線（ZANU-PF）の重要な資金源になっていると考えられるという（Human Rights Watch
『キンバリープロセス：ジンバブエ山ダイヤモンドの取引停止を』）。
　児童労働の問題もある。シエラレオネ東部コイドゥの違法なダイヤモンド鉱山で、ガー
ドマンたちが目を光らせるなか、子どもたちが自分の学費や家族の食費を稼ぐために働い
ている。政府は、こうした鉱山で働く未成年者を 600人程度と見積もっているが、実際は
その 3倍にのぼるとの指摘もある。同国では児童労働は違法だが、法律は整備されておら
ず、取り締まる側の警察もわいろを受け取っているケースが多いという（AFBBB News『学
費を稼ぐためにダイヤモンド鉱山で働く子どもたち、シエラレオネ』）。
　キンバリープロセスは紛争ダイヤモンドを市場に出さない、という最低限のレベルでは
一定の成果を上げているが、その最低限のレベルからさらにもう一歩進む必要性があると
いわれている。
　③問題の原因：小規模採掘者の存在と政府の信用性
　小規模採掘者（Artisanal Small-Scale Miners：ASM）とは、個人、グループ、あるいは
家族単位で、最低限の道具を用いながら小規模採掘に携わる人々のことで、その多くはイ
64
ンフォーマルセクターに属している。小規模採掘者は、低賃金、低レベルの機械化、重労
働、などが特徴とされ、多くの小規模採掘者は 1日 1ドル以下の生活を強いられている。
公式な統計の不足、季節的または一時的な労働者の存在、定義の不明確さから、彼らの正
確な雇用範囲を特定するのは困難である。小規模採掘者が経済的に不安定な理由として
は、外資系大規模採掘の特権のために小規模採掘者たちの土地へのアクセスが制限されて
しまっていること、小規模採掘者は生活水準を改善するためのローンなど資金面でのサポ
ートも受けられていないこと、採掘者から輸出業者の間に多くの仲介業者が存在するこ
と、採掘者たちのダイヤモンドに関する基礎的知識が欠如しているために仲介業者との正
当な取引ができないことがあげられる。
　また、これらの問題には、当該政府の不十分な統治力も関係している。アフリカ各国政
府のマネジメント能力は IMFや世界銀行のプログラムにより低下したと言われている。
2004年のケベック大学での研究によると、1980～1990年代に IMFおよび世界銀行によっ
て進められた緊縮財政は多くのアフリカ諸国の国家としての権力を弱めた。その結果、規
制やコントロール能力をほとんど持っていないような政府が作り上げられた（内田 2007）。
小規模採掘者の労働環境の向上にはアフリカ諸国のエンパワーメントの改善は不可欠であ
り、表裏一体の関係にあると言える。
　（3）　キンバリープロセス認証制度の補完
　①ダイヤモンド開発イニシアティブの取組み11）
　国際 NPO「ダイヤモンド開発イニシアティブ（Diamond Development Initiative：DDI）
は、キンバリープロセスの創設メンバーの一人であるイアン・スマイリー氏が中心となっ
て 2005年に設立された。その活動は、平均 1日 1ドル以下で生活し、危険な労働条件の
下で働いている約 100万人の小規模採掘者（ASM）への技術支援、またそのコミュニテ
ィの利益・生活水準向上に焦点を当てている。この組織では、キンバリープロセスでは特
に言及されていない採鉱労働者の存在に着目し、彼らを含むすべての関係者が紛争ダイヤ
モンドの問題の解決に向かって努力することを目指す、採掘者のエンパワーメントのため
の組織である。
　DDIは以下のことを目指している。
　あ） 政府の規制と鉱業の規制
　い） 流通とマーケティング手段の整備
　う） 小規模採掘者（ASM）の全体的な現状の把握
　え） 合法的で透明性のある所得配分の実現
　お） 小規模採掘者（ASM）のダイヤモンドへのオープンな市場の設立
　これらの目標の達成のため DDIが具体的に行っていることは、採掘から輸出までの過
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程の収益の流れを調査し、実際に儲かっているのは誰で、何を得ているのかを検証するこ
とである。また、採掘者への教育活動も英語・仏語・現地語で行っている。現場での児童
労働を減らすための調査も行われている。DDIの取り組みによって、ダイヤモンドに関
する知識の提供が行われ、NPOとしての限界はあるものの、土地、クレジット、マーケ
ットへのアクセスの改善のための働きかけが行われている。
　さらに、DDIは 2009年に新たに、大規模採掘企業に対して、小規模採掘者（ASM）と
の協調を求めて DDS（Development Diamond Standards）を設定した。DDSは、大規模
採掘企業向けの基準であり、小規模採掘者との対立を防ぐための対話を持つこと、パート
ナーシップを構築し、訓練を行うこと、小規模採掘者に合法的権利を与えることなどを要
求している。しかし、それらの要求を企業が受け入れるかは、DDSの設定からまだ日も
浅いこともあって、明らかではない。
　DDIは単に紛争ダイヤモンドを貿易規制するキンバリープロセスよりも一歩進んで、
持続可能な発展を目指す長期的プログラムである。キンバリープロセスは、採掘現場で暴
力的弾圧が起きていないか査察団を送るが、仮にそこで弾圧があっても、議論されるの
は、その地域からのダイヤモンドを市場に流すべきか否かである。DDIは、そのような
小規模採掘者（ASM）たちの支援に焦点を置いている点で、キンバリープロセスを補完
する役割を持っており、キンバリープロセスという貿易規制ではできなかった人権保障の
分野を改善していくものであると言える。
　②国の取組み
　ダイヤモンド産業の健全な発展のためには、DDIのような NGOによる草の根レベルで
の取組だけでなく、政府による統治が不可決である。特に政府は、不当な労働を強いられ
ている小規模採掘者への利益の正当な分配と所得向上に重要な役割を果たすことができ
る。
　政府にしか行えないことの一つに土地へのアクセスの改善がある。金の採掘においてタ
ンザニア政府は、自国の鉱区を小規模採掘者に優先的に振り分けることを決定した。同様
のことはダイヤモンドについても行える。
　資金への小規模採掘者のアクセスを拡大させるためには、小規模採掘者同士が集まって
できた企業を支援することなどが望ましいと考えられる。中央アフリカ政府は、集採掘の
効率性を上げるために必要なポンプなどを借りる費用を、小規模採掘者たちがグループ内
でシェアするという動きを支持している（IMF『Central African Republic: Selected Issues and 
Statistical Appendix』）。
　マーケットへのアクセスにおいては、国が政策として小規模採掘者が外資系の中間業者
や違法なディーラーを介さずとも市場へアクセスできる環境を整備することができる。金
についてだが、小規模採掘者は、衛星放送やインターネットのインフラ整備により、金の
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相場が見られるようになり、金の輸出を外資に頼らず、民衆レベルでの仲買が可能になっ
た。また、仲介業者との間で正当な市場価格での取引が増えることも期待される。
　シエラレオネでは、地域開発のために政府が税を徴収したあと、ダイヤモンドが採掘さ
れたコミュニティへ還元する動きもある。しかし輸出税 2.5％のうちの 0.75％しか還元さ
れない。また、「多額の資金が横領されている。資金は紛争中に配置され地元住民とはほ
とんど関係のないような大首長に支払われている」と、地域の大首長に横領されている場
合もあり、必ずしも採掘者の貧困層に還元されているとは限らない。
　③多国籍企業の取組み
　途上国政府にとって、多国籍企業は、雇用や投資、税収をもたらし経済成長を促す重要
な存在である。一方、多国籍企業の側は、近年、企業の社会的責任（CSR）の一環とし
て、進出先での社会問題により真剣に取り組むようになってきている。環境、健康と安
全、文化遺産の保護に配慮する企業はよりよい政治的支援を受けることができ、それはよ
り低いリスクでより多くの利益を得ることを可能にし、会社の評価も高まる。たとえば、
デビアス社は、職場の安全対策のほかに、HIV/AIDS対策を含むコミュニティ開発支援や
環境対策に取り組んでいる。ダイヤモンド産業では、デビアス社をはじめとして、多国籍
企業の DDIへの参加を評価するものも多い。
　多国籍企業の取り組みによるものとして、シエラレオネでは、2002年に Peace Diamond 
Alliance（PDA）が発足した。Peace Diamond Allianceは、米国国際開発庁（1961年設立
の非軍事海外援助を行う機関。USAID）からの資金によって支えられ、ワシントンに拠
点を持つコンサルタント企業“Management System International”によって運営されてい
る。中間業者を取り除き「自分たちの手で採掘し輸出できる」採掘会社の起ち上げを目標
とする。市場の仕組みとダイヤモンドの価値理解のためのトレーニングやクレジットを採
掘者に提供することによって、小規模採掘者の利益を増やすことを提唱している。
　別の事例として、ナミビア政府とデビアス社のイコールシェアによる Namdeb Diamond 
Corporation（1994年設立）は、ダイヤモンド採掘を通じて、ナミビア国民の雇用を生み
出してきた。その収益は、ナミビアの社会的、物的なインフラの構築において中心的な役
割を果たしている。ダイヤモンドからの利益が海外に流出することを抑制するため、
Namdeb社が採掘したすべてのダイヤモンドは、まず Namibia Diamond Trading Company
（NDTC）に販売されてからダイヤモンド国際市場に転売される。Namdeb社会基金
（NSF）により CSRプログラムが行われる一方、Namdeb社 100％出資による Oshipe開
発基金は、国の商業、ビジネスへの投資を通じて起業家や中小企業の発展を促進すること
を目的としている。また、同社は病院や小学校を運営している（ジェトロ・アジア経済研究所
『Namdeb-アフリカ成長企業ファイル』）。
　注意として、ダイヤモンド産業の場合、進出先で CSR活動が行われているのは、比較
 67エシカル・ジュエリーの可能性
的経済発展しダイヤモンドの大規模採掘が行われている南アフリカ、ボツワナ、ナミビア
に限られている。小規模採掘が中心となっている国々では、外資系中間業者は、ほとんど
現地コミュニティへの再投資を行っていない。
4.　ダイヤモンド消費の視点から
　（1）　消費者の選好という視点
　第 3節で見た紛争ダイヤモンドへの取組みは、2つの視点から行われたものと言える。
一つ目は、キンバリープロセス認証制度による貿易規制やそれに伴うシステム・オブ・ワ
ランティによる、国や地域の安定化・紛争回避を目的とするマクロ的な国際ルール整備の
取組みである。二つ目の視点は DDIや CASMのような国際的 NPOの活動で、小規模個
人採掘者の人権保障に焦点を当てて、彼らへの利益の公正な分配や正しい知識の提供、教
育の充実を目指すミクロな取組みである。既に見たように、これらのいずれの取組みも問
題点や課題をもっており、その目的の達成のためには一層の努力が求められている。
　これらの取組みにともに共通するもう 1つの点として、いずれも、政府、国際社会、そ
してダイヤモンドの生産・加工・流通・販売を担う民間企業が、その取組みに協力的に関
わっていることがある。特に強調したいことは、民間企業による協力的関与である。それ
は単に企業の CSR活動のひとつというだけではなく、ダイヤモンドの財としての特徴が
関係している。すなわち、「永遠の愛の象徴」であるダイヤモンドの価値は、財自身の実
際の有用性ではなく、その象徴、記号としての意味に基づいている。そうした象徴的財
が、紛争や奴隷的労働、環境問題と結びつくことは、大きくその価値を減じることにな
る。つまり、ダイヤモンド（製品）を購入する消費者の存在が、企業をしてそれらの取組
みへの協力を促しているのである。
　以上を踏まえ、本項では、これまで見てきた紛争回避、生産者の人権保障とは別の、も
う 1つの視点からダイヤモンド産業の取組みに注目する。それは消費者の視点である。
　多くの産業は生産・流通・消費という 3つの段階がある。紛争ダイヤモンド問題に端を
発したダイヤモンド産業の取組みは、紛争という残虐な生産現場の問題ばかりに目が向
き、消費面についてはこれまで見過ごしてきたように思われる。さらに言えば、消費現場
の企業は、ジュエリー業界全体の損失になり得る『紛争ダイヤモンド』の存在はあまり目
立たせたくない。このため、貿易規制であるキンバリープロセス認証制度や、システム・
オブ・ワランティという品質保証のシステムを支援するが、その支援を消費者に喧伝する
ことはなかった。
　興味深い調査が、2007年アムネスティ・インターナショナルによって行われている。
紛争ダイヤモンドについての知識を尋ねる「ダイヤモンド販売に関するアンケート」調査
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である（アムネスティ『調査報告書「紛争ダイヤモンドはまだ消えない」』）。
　調査対象者は、銀座にある宝飾品店などの販売スタッフ 100名である。調査結果は、
100人中 77人がキンバリープロセスを知らないと答え、仕入れの際に紛争ダイヤモンド
でないことを確認していると答えた販売スタッフは、11人にすぎなかった。またダイヤ
の産地を答えられたのは 14人、商品購入時に「紛争ダイヤモンドではない」という証明
書を発行すると答えたのは 4人だけだった。この結果は、消費者と直接接する販売員のレ
ベルで、紛争ダイヤモンドに関する知識や関心が乏しいことを表わしている。
　この調査結果からうかがえることは、紛争ダイヤモンドに対するダイヤモンド産業の複
雑な対応である。それが消費者に知られるところとなりダイヤモンドのイメージを損なう
ことは避けたい（したがってダイヤモンドを購入する消費者には知られたくない）一方
で、すでに問題は社会問題化しており、ダイヤモンド需要に悪影響を与える可能性がある
ため一定の対策を打っておきたい（したがってキンバリープロセスに従い DDI等の NPO
を金銭的に支援する）。調査結果はまた、現状では、流通の過程でどんなダイヤモンドが
混ざってしまっても消費者にはほとんど分からない、ということを示している。しかし、
次に述べるように、時代の流れは、このような状況を長くは続かせないと考えられる。
　19世紀から続いてきた、単純に生産量と消費量を指標として経済の良し悪しをはかる
時代は終わり、現在では生産の質、消費の質が問われる時代となっている。1989年、イ
ギリスの NPO団体によって「Ethical Consumer」という雑誌が創刊されるなど、欧州を
中心に、「環境にやさしい」消費への取り組みへの関心が高まり、それに伴いフェアトレ
ード運動やエコラベルの導入などの取組みが進んだ。取組みの中心となっている考え方が
「可視化」「見える化」である。その内容は、生産から流通、消費、廃棄に至るまでの過程
を消費者に明確に示すもので、消費者に、消費財の「それまで（生産・流通）」と「その
後（廃棄）」への関心を興すことを目的としている。「Ethical Consumer」では、Ethical
な消費を「国際的な人権保障、地球環境の持続可能性、動物福祉の普及に配慮した利益を
追求しない消費」と定義している。イギリスの金融機関 The Co-operative Bankが 2009年
に発表した、「Ten Year of Ethical Consumerism 1999─2008」の調査によると、「Ethicalな
商品を優先的に買う」という回答は 1999年の 29％から、2008年には 52％と大幅に増加
しており、「Unethicalな商品を買うことに罪悪感を覚える」という回答は 17％から 43％
と倍増している。このような消費者の嗜好の変化に伴い、欧州では Ethical商品の市場規
模が拡大している。1999年には 134億 8200ポンドだった Ethical市場は、2008年には
360億 200万ポンドと約 3倍となっている（Ethical-Consumerism-Report-2009『Ten Year of Ethical 
Consumerism 1999─2008』）。
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　（2）　“エシカル・ジュエリー”企業「HASUNA」の取組み12）
　前項で紹介したアムネスティ・インターナショナルの調査結果とは異なり、ethical 
consumerの動向をいち早く取り入れているジュエリー企業がある。自らの商品を「エシ
カル・ジュエリー」と名付けている株式会社 HASUNAである。HASUNAは、2009年 4
月に現在の代表取締役である白木夏子氏が設立した。同社の起業の契機となったのは、白
木氏が学生時代などに訪問したフィリピンやインドなどの開発途上国において目にした、
鉱物採掘者の現状である。高級品である宝石品の生産の現場には、劣悪な労働環境で働
き、最も低い生活レベルで暮らす児童採掘者がいることが、エシカル・ジュエリー事業を
推進するための強い問題意識となった。
　同社は、「世界と人を笑顔でつなぐ『エシカル・ジュエリー』」をキーワードとして事業
を展開している。エシカル・ジュエリーとは、ジュエリーの原材料調達から生産、販売面
での人権や労働など倫理面に配慮する事業であり、前項で述べたようにエシカル市場の発
達した欧米では一部ジュエリーメーカーが既に行っている分野である。ジュエリーの素材
は同社が独自開発したルートで現地の職人から調達している。海外青年協力隊や現地に住
む日本人など、現地の社会情勢に精通している人々の協力によって調達先の選定をおこな
う。現時点での製品・原材料の調達先は、ルワンダ、ミクロネシア、ベリーズ、コロンビ
アの 4ヶ国である。採掘者からバイヤー、商社、研磨業者など無数の仲介業者を経て我々
のもとへと届く一般的なジュエリーの流通に対して、採掘者から直接ジュエリーの原石を
買取り、加工、販売をおこなう HASUNAの取り組みは、流通における透明度が極めて高
い。このような消費者にとって可視化された流通経路を持つことで、生産の現場における
不当労働行為や児童労働、紛争の原因とならないジュエリーを消費者に提供することがで
きる。
　白木氏へのインタビュー（2009）によると、ダイヤモンド原石が非常に安く海外に輸出
され、採掘現場での搾取や児童労働がおこなわれている現状は、HASUNA一社の取り組
みだけでは変えることができない問題である、と言う。白木氏は、ジュエリー業界全体が
エシカル・ジュエリーに取り組み、利潤中心から人中心へと移行し、2014年までにはジ
ュエリー業界全体の 10％がエシカル・ジュエリーを取り扱うことを目標に掲げている。
このために、従来のジュエリーの加工、販売の事業の他に、ジュエリーを巡る途上国の社
会的課題に具体的にアプローチするための分析ツール「HASUNAエシカル・フレームワ
ーク」の開発や、調査研究活動を行っている。また、社会的企業としての取組みとして、
ウェブサイトの情報媒体で進出先の現状を発信し、社会的課題の消費者との共有に取組む
仕組みを検討している。将来的には、エシカルビジネス経営の方法、参入などのためのコ
ンサルティングサービスも事業に取り組む予定であるという。
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5.　エシカル・ダイヤモンドへの支払意志額の計測
　ダイヤモンド産業の健全な発展のために、国際的ルールであるキンバリープロセスや
NPOによる小規模採掘者の人権保障を目指す DDIなどの取組が行われてきた。これらは
政府、国際社会、民間企業の協力の下に一定の成果を挙げているものの、その目的を実現
する上で十分とは言えず、課題が残されている（第 3節）。そこで、これらの取組みとは
異なる第三の視点として、（紛争フリーあるいはエシカル）ダイヤモンドへの消費者の選
好が、問題解決に貢献するのではないかという可能性を指摘した（第 4節）。
　消費者は生産された財を無条件に受け入れるのではなく、財を選択することで、生産に
影響を与えることができる。わかりやすく言えば、生産者は消費者の嗜好に合わせて生産
活動をおこなうので、消費者の嗜好が変化すれば、生産活動もそれに合わせて変化する。
この点において、消費者の選好はダイヤモンド産業の健全な発展に対して潜在的に大きな
力を持っている、と考えられる。このことは、環境問題や食の安全に関する ethical 
consumerの動向からも予想されるところであり、現実に HASUNAのようなエシカル・
ジュエリーのみを販売しようとするジュエリー販売企業も現れている。一方で、わが国の
多くのジュエリー販売企業はエシカル・ジュエリーに対する関心は低く、消費者の認知度
も高くない。
　以上の事実を踏まえて、本節では、エシカル・ダイヤモンドの可能性を定量的に評価す
る。方法として、コンジョイント法を用いる13）。それによって、仮想的に購入しようとし
ているダイヤモンドが、エシカルであることが保証されていること、デザインが特に気に
入ったものであること、カルティエやティファニーといった有名ブランド品であることに
よって、どの程度、効用（あるいは支払意志額）が増加するかを明らかにする。ここでコ
ンジョイント法とは、近年マーケティングで盛んに用いられている手法であり、一定の属
性をもった商品を提示して、回答者の選好を尋ねるものである。
　本研究では、ダイヤモンドは次の 4属性で表現される：
　（ⅰ）エシカルであることが保証されている／必ずしも保証されていない、
　（ⅱ）特に気に入ったデザインである／普通に気に入ったデザインである、
　（ⅲ）有名ブランド品（カルティエやティファニー等）／ノーブランド品
　（ⅳ）価格（14万円、18万円、22万円、26万円、30万円）
　なお、（ⅰ）のエシカル・ジュエリーという言葉は一般的な定義がないため、HASUNA
の表すように「素材調達から生産・流通までの過程が可視化されていて、児童労働や紛争
の資金源となる取引、環境破壊などをもたらすことがない」ジュエリーと定義づけてアン
ケートをとった。また、回答者の選好を尋ねる方法はいくつかあるが、ここでは分析対象
とするすべてのプロファイル（属性の組合わせ）について、望ましい順にランク付けして
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もらう、完全ランキング評価を採用した。計算ソフトは SPSS Conjointを用いた。以下で
は、まず分析に必要なアンケート調査とデータの概要を述べた後、分析結果を示す。
　（1）　アンケート調査の概要
　仮想的なダイヤモンド（製品）を考える。上述の 4属性から 40通りの製品プロファイ
図 2　調査票
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ル（属性の組合せ）が作られる。直交計画を利用して、これらから 8つのプロファイルを
抽出した。調査は面談方式で、最初に紛争ダイヤモンドについての知識を問い、次にキン
バリープロセスやエシカル・ダイヤモンドなどの知識を与える。そのうえで、8つのプロ
ファイルを好きな順に選んでもらう。用いた調査票を図 2に示した。
　調査は、2011年 11月 18日（金）～ 12月 2日（土）の期間に新宿駅を利用する人々を
対象に行われた。有効回答者数は 81であり、女性 38名、男性 43名、平均年齢は約 28.9
歳であった。
　（2）　アンケート調査結果14）
　コンジョイント分析の結果を、表 1から表 3に示した。まず、表 1においてピアソンの
積率相関係数の有意確率が .000であることから、0.1％水準でモデルは妥当と判断される。
さらに、相関係数 Rから相関の強さを見てみると、Rは .996であることから、高い正の
相関があるとみなせる。よって、この分析における推計式はかなり当てはまりが良く、十
分考察に値するものである。
　表 2に示されているのは、すべての被験者から導き出された値であり、この部分効用ス
表 1　モデルとデータの適合度
相関分析 a
値 有意確率
Pearsonの R .996 .000
Kendallのタウ 1.000 .000
表 2　各水準の部分効用スコアと標準誤差
ユーティリティ
ユーティリティ
推定値
標準誤差
Brand Off-brand
Brand
.000
.975
.000
.157
Ethics No ethical proof
Ethical proof
.000
2.259
.000
.157
Design I like
I really like
.000
1.667
.000
.157
Price 14
20
26
30
－.923
－1.319
－1.714
－1.978
.181
.259
.336
.388
（定数） 3.533 .331
表 3　各水準の重要度
重要度値
Brand 16.841
Ethics 32.923
Design 25.388
Price 24.848
表 4　各水準の限界支払意思額
水準 限界支払意思額
Brand 147884.1195
Ethical 342636.1292
Design 252843.9254
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コアを足し合わせた最も大きい組み合わせが、最も望ましい属性の組み合せとなる。ここ
での結果では、Brandの項目では Brandを、Ethicsの項目では Ethical proofを、Design
の項目では I really likeを、さらに Priceの項目では 14を選択することで、全効用スコア
は 3.978となり、これが最も望ましい組み合わせである。さらに、表 3で示される重要度
は、すべての被験者の重要度を平均化したものであり、これが高いものがダイヤモンドを
選択する際に平均的に重視されるものと考えることができる。ここでは Brandが 16.841
と最も軽視されており、逆に Ethicsが 32.923と最も高いことから、消費者は Ethicsを最
も重視していることがわかった。
　表 2に示された結果から、表 4の限界支払意思額が算出できる。限界支払意志額は、各
水準に対して、消費者がどの程度支払う意思があるかを表しており、各水準における係数
の推定値から求められる。また、これは表 2に示される重要度とも深い関係があり、消費
者はより重視するものに対して、より高額な値を支払うことは明白であることから、上記
でも述べたように、最も重視されている Ethicalが高額となることは容易に予想される。
実際に金額も、約 34万円とやはり最も高額な支払意思額となった。
　（3）　考察
　調査では、「紛争ダイヤモンド」または「blood diamond」という言葉を聞いたことがあ
る人は 26人で、全体の約 3分の 1の数にとどまった（質問 1）。その中でも「何かの資金
源となる」というところまで言葉の意味を捉えていた人は 11人のみであった（質問 2）。
　しかし、それぞれ「資金源」「可視化」というキーワードを中心に「紛争ダイヤモンド」
「エシカル・ジュエリー」という言葉を説明し、質問 3で商品の選好順位を示してもらう
と、（2）で述べたように Ethicalであることが消費者の最も重視する属性であることが分
かった。また、表 4の限界支払意思額も表 3と対応する順位となった。
　このような結果は、そもそも「紛争ダイヤモンド」「エシカル・ジュエリー」というよ
うな概念を知らなかったら現れなかったと考えられる。なぜなら Ethical proofのついたも
のとそうではないものを差別化できず、付加価値に値すると感じられないからである。逆
に、現在あまり知られていないダイヤモンド産業の実態を、もしも消費者が知れば、彼ら
は Ethicalなものを選ぶ、ということが本研究で明らかになった。これは消費者の選好に
変化が見られるというより、もともと潜在的に存在している消費者の「Ethicalなものを
消費したい」という選好が、掘り起こされたというような感覚に近いのではないだろう
か。知られていなかっただけで「エシカル・ジュエリー」の可能性は消費者の内に、また
は市場の内に存在していると考えられる。
　また、この質問の際、「結婚指輪を買うなら」と条件を付けていることも結果に影響し
ているだろう。それは、ジュエリー特に結婚指輪は「想い」のこもった特殊な財であると
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いうことである。
6.　おわりに
　本研究では、エシカル・ジュエリーの可能性（ダイヤモンドに関わる諸問題を解決する
こと）を、生産・流通面だけでなく、新たに「消費」の側面から探れるのではないか、と
いう仮説を立てて実証分析を行った。結果として、消費面において「エシカル・ジュエリ
ー」の持つ力は大きいということができる。HASUNAの白木さんが言うように 10年後に
はジュエリー業界のうちエシカル・ジュエリーがシェア 10％を達成するのも無理ではな
いだろう。市場において私たち消費者の選好による力は大きいので、その自覚を持って消
費活動をしていきたい。
注
 1）　DGX100 HP『ダイヤモンド生産量（国別）─資源ランキング』に依拠した。
 2）　本項はWikipedia『デビアス』に依拠した。
 3）　以下、本節の（2）（3）項は、Four-Cs HP『アバウト・ダイヤモンド』、DIAMOND-EXPERIENCE.
COM『ダイヤモンドの探求』に依拠した。
 4）　本項は吉田（2004）に依拠した。
 5）　吉田（2008）に依拠した。
 6）　Kimberley Process HPに依拠した。
 7）　インタージェム『宝石の情報開示』、宇和島水産高校『紛争ダイヤモンドと私たち』に依拠した。
 8）　金属資源情報センター（2008）に依拠した。
 9）　清水（2010）に依拠した。
10）　以下、本節の（2）（3）項は清水（2010）に依拠した。
11）　DDI HP『Development Diamond Standards』『Report on DDS Stakeholders’ Survey – August to 
September 2009』に依拠した。
12）　HASUNA『HASUNAについて』、イーココロ！『株式会社 HASUNA白木夏子さんインタビュー』、
大和証券グループ『ソーシャルビジネスカレッジ』、Delphys Ethical Project『（株）HASUNA白木夏
子氏インタビュー』に依拠した。
13）　岡本（1999）を参照した。
14）　本研究では IBM『IBM SPSS Conjoint 20』ソフトを用い、石村・石村（2011）を参照した。
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